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経済・財政再生計画に沿った
社会保障改革の推進②
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基本的考え方

● 社会保障制度の充実・強化とともに、重点化・効率化を進め、国民負担の伸びを抑制。
● 経済・財政と調和のとれた社会保障制度に。
● 中長期的な視野に立った社会保障のあり方を見据え、その実現を図る。

改革工程表に則って
着実に改革を推進

基本理念

1

経済・財政再生計画 改革工程表の主要なスケジュール（社会保障関係）



【現状・課題】

○ 平成20年度以降、医学部定員を大幅に増員。

○ しかし、未だに医師の地域偏在・診療科偏在が解消

されていないとの指摘。

医師養成課程の見直し 都道府県の役割強化

医学部： より地域定着が見込まれる
入学者枠等の検討

臨床研修： 臨床研修の募集定員の
配分に関する都道府県権限の
強化、出身大学の地域での研
修の促進

専門医： 地域ごと・診療科ごとの定員枠
の設定 等

医療計画（※保健医療２０３５でも同様の提言あり）：

○ 不足する地域・診療科等で確保すべき医師の
目標値を設定した医師確保計画の策定

○ 将来的に、医師の偏在等が続く場合に、保険医の
配置・定数の設定等を検討

地域医療支援センター： センター機能の抜本的強化

管理者： 特定地域・診療科での診療の従事を、診療
所等の管理者要件とすることを検討 等

【対応の方向性】
＜従前の医師確保対策＞

医師の診療科・勤務地の選択の自由を前提

例）

○ 医師に対する規制を

含めた地域偏在・診療科
偏在の是正策を検討。

今後検討を進める対策の例

経済財政運営と改革の基本方針2015（平成27年6月30日）

「人口構造の変化や地域の実情に応じた医療提供体制の構築に資するよう、地域医療構想との整合性の確保や
地域間偏在等の是正などの観点を踏まえた医師・看護職員等の需給について、検討する。」

医師の地域偏在・診療科偏在の解消に向けた強力な取組の推進

※年内に取りまとめ予定

二次医療圏ごとの人口10万対医師数（平成26年）

平成

・ 診療報酬による小児・産科の評価

・ 地域医療支援センターによる医師不足病院への医師の斡旋等

・ 医療勤務環境改善支援センターの設置

診療科別医師数の推移（平成6年：1.0）

：都道府県庁の所在地

中央値 176.8人
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医学部入学定員の年次推移（人）

平成28年
過去最大の9,262人

1,637人の増員

（年）

平成19年7,625人
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